　　　長野県の農業政策と農業問題

　　　　　　　　　-----農と食の新たな結合に向かって-----

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川　妻　干　将　氏
（農業、長野大学非常勤講師、信州宮本塾事務局長）

　　　はじめに

　長野県政の改革をめぐって激しい議論が続いている。2000年10月15日、長野県知事に田中康夫氏が当選し、2002年9月1日の再選を経て5年間が過ぎた。　　　　　　　このなかで農業政策については、何がどう変わったのか、あまり知られていない。信州産農産物のブランド化を進めるために県独自の認定を行い、合格したワインや日本酒に原産地呼称のラベルを貼ることができる制度ぐらいが知られている程度ではないだろうか。

　本稿では、農業基本法農政が推進されて以降の長野県農政の歩みを4度にわたる「農業ビジョン」を通じて概観した上で、田中県政における農業政策の基本目標と独自の施策・事業を検討する。また、「自然と共生する農業」と食との新たな結合への展望を述べてみたい。

　1.　「農業ビジョン」にみる長野県農政の展開　　

(1)　基本法農政と長野県農政の基本目標

　1961年、農業基本法が制定され、基本法農政がスタートした。農業基本法第1条には国の農業政策の目標が、「他産業との生産性の格差が是正されるように農業の生産性が向上すること及び農業従事者が所得を増大して他産業従事者と均衡する生活を営む」ことにあると規定されている。

この政策目標のもと、有利な農産物の「選択的拡大」をはかり、経営規模の拡大、農地の集団化、機械化などによる「農業構造の改善」をめざす政策が進行していった。農業の生産性向上と農業労働の軽減のため、化学肥料と化学合成農薬の大量投入も大型機械の導入とともに全国各地で進められた。基本法農政は、文字通り全国各地の農業生産と地方自治体の農政の基本となったことはいうまでもない。

長野県においては、4度にわたる農業ビジョン(｢農業ビジョン｣という名称は、モットモ新しいものに使用されているが、ここではいずれも略称「農業ビジョン」と呼ぶ。)が策定され、長野県農業の基本目標が掲げられた。

　第1回は、1975年(昭和50年)12月の「60年をめざす長野県農業」である。

1976年から10年目標として定められた第1の基本目標は、「生産性の高い都市近郊型農業への発展」(高能率安定成長農業の確立)である。

　この基本目標の問題意識は、次の記述のなかに示されている。

　「本県の農業は恵まれた自然的条件と、卓越した農業技術、強固な農業団体の組織力、永年つちかってきた東西大都市に対する優位な市場立地等の資源・条件を十分に活用し、野菜、果実、畜産物などの生鮮農産物を大量かつ安定的に生産供給していくことが将来にわたって本県農業に課せられた重要な役割りである。」(｢農業ビジョン｣37ﾍﾟｰｼﾞ)

　第2の基本目標は、「豊かで住みよい農村の建設」(高福祉農村の建設)である。ここでは、「農業基盤の整備拡充と生産性の向上によって所得の増大を図っていかなければならないが、他方においては、農業との調和のとれた地域開発によって他産業への就労の機会をつくり安定した農外所得の確保を図ることが必要」という認識がある。これは、政府の新全総(新全国総合開発計画)にもとづく地域開発政策が、農村建設に利益をもたらすという名のもとに推進されようしていることを伺わせる。

　農業生産額の目標は、1985年(昭和60年)3240億円(1974年対比133％)程度、年平均成長率は実質2.6%を目標とした。

　第2回は、1981年(昭和56年)3月の「80年代における長野県農業の発展方向」である。この「農業ビジョン」では、農業従事者の高齢化、規模拡大の停滞、海外農産物の輸入圧力の増大といった厳しい情勢認識が示され、「農業の生産構造の再編整備」が強調されている。

　その上で、基本目標の第1は、「安定した生鮮農産物供給基地への発展」が掲げられている。そのため、中核農家と農家の大多数を占める安定兼業農家を包摂した営農組織の育成、適地適作による主産地形成、米を中心とし、魚・野菜・畜産物を組み合わせた「国内食料資源に依存した日本型食生活」の推進といった対策が上がっている。

　第2の基本目標は、「豊かでうるおいのある農村の建設」である。この目標のなかで、農家婦人について次のような課題があがっている。

　「農家婦人の経済的役割が高まり、多忙のなかで疲労の蓄積等により健康を損なう婦人が増加しているので、男子農業従事者の健康障害や農業機械による事故の防止とあわせ、組織的な生産活動の改善と健康管理活動を助長するとともに、農家婦人の社会活動の促進に努めるものとする。」

　「全国有数の農業県としての地位の確保」の背後に、農家婦人に生産活動と家事労働の負担が重くのしかかっていることは、今日に至る農村問題である。

　この「農業ビジョン」では、農業生産目標は、1990年(昭和65年---平成2年)4528億円(1978年比128％)、年平均増加率は、2.1%程度となった。また、中核農家の育成目標も掲げられ、中核農家に「県下の耕地面積の4割以上が利用され、農業生産額の3分の2程度が担われるもの」となった。

　第3回は、1988年(昭和63年)の「長野県農業21世紀への展望」である。この「農業ビジョン」の表紙には、「競争に打ち勝つ」という文字が書かれており、基本目標は、「個性あるたくましい農業の展開」となっている。この目標達成にむかって「国際化の進展や激化する産地間競争を克服し得る体質をもった農業構造への変革」が前面に打ち出されている。

具体的な課題としては、第1に、「企業家マインドを有する優れた農業者の育成」「効率的生産システムの確立」などを通じて「たくましい農業を構築」し、第2に、不可欠の視点として「低コスト生産」、「付加価値向上」が上げられ、その上で、長野県農業のサバイバルに向けては「個性化」が重要なキーポイントとして位置づけている。

　農業総合生産の目標は、2000年(昭和75年---平成12年)5250億円程度、年平均増加率1.8%程度となっている。

　第4回は、1996年(平成8年)の「21世紀にきらめく信州農業へのデザイン---2010年長野県農業長期ビジョン」である。

　この「農業ビジョン」は、2010年信州農業の姿として、「個性が輝く信州農業の創造」と「.魅力ある農村社会の建設」という二つの柱のもとに、➀地域農業を支える人づくり・組織づくり、➁働きやすい生産基盤、➂消費者に愛される信州ブランドづくり、➃環境と共生する信州農業づくり、➄住み良い農村づくり、➅ふるさとの香りあふれる郷づくり、という6つのポイントで構成されている。

　具体的な展開方向としては、営農集団と関係機関が一体になって農地、農作業、労働力等の利用調整や営農支援活動を行う「地域営農システム」という新しい地域農業の仕組みづくりを目指している。

　また、土づくりの推進、農薬・化学肥料の削減により、「環境保全型農業の推進」し、環境と調和した農業・農村づくりをめざすという方向も示している。

　農業総合生産額は、2010年4500億円(1994年比113％増)と、これまでより低い数値が「主要指標」に入っている。

　尚、この「農業ビジョン」は、1995年(平成7年)に開催された農業問題懇話会、農業長期ビジョン策定専門委員会、地域農政懇談会とアンケート調査により策定されたものである。

(2)　食料・農業・農村基本法の基本理念　

　長野県の「2010年農業長期ビジョン」がこれまでのものと大きく変わった背景には、国の農政の変化があると考えられる。農水省は、1992年「新しい食料・農業・農村政策の方向」をまとめた。これは「新農政」とよばれ、農産物の自由化など内外の情勢の変化に対応しようとした。

　さらに、1999年、農業基本法にかわって、新たに食料・農業・農村基本法が制定され、この法律にもとづいて2000年には、食料・農業・農村基本計画が策定された。

　食料・農業・農村基本法は、「食料の安定供給の確保」、「多面的機能の発揮」、「農業の持続的な発展」、「農村の振興」の4つを施策の基本理念としており、国と地方自治体は、この基本理念にのっとり施策を実施する責務を課している。

農業と農村の厳しい実態と食料自給率の低下は、基本法農政の破綻を示し、その欠陥は明白となった。法律の上では、産業としての農業の生産性の向上を政策目標とした農業基本法農政からの軌道修正であった。

(3) 田中県政における農業政策の目標

　1996年(平成8年)策定の農業ビジョンを実現する長野県独自の施策・事業の具体化は、すぐには進まなかった。2000年度から開始された新規事業である「中山間地域農業直接支払事業」も、国の施策とともに実施されたものである。

　田中康夫知事が就任して1年後の2001年度に「信州農産物のマーケッティング戦略とブランドの確立」が開始され、信州'21あぐりビジネス侃諤プラザの開催がはじまった。そして、2004年度に次の政策目標と4つの柱による施策・事業の体系が確立した。

　　　政策目標「環境に負荷を与える農業から自然と共生する農業へ」

1. 持続型農業の構築

2. 安全・安心な農産物の供給

3. 農村集落の自律

4. 多様な担い手の確保・育成

　2005年度長野県農政部の「施策別予算・主要事業の概要」の冒頭にある「基本方針」には、2004年度よりの政策目標について次のような説明がある。

　　　「県は、これまでの大量生産、大量消費を目的とし化学肥料や化学合成農薬に頼った農業生産が私たちの環境に大きな負荷を与えている状況を直視し、この解決が今後の施策展開の重要な課題であると認識しました。そこで、平成16年度の施策づくりにあたって、「環境に負荷を与える農業から、自然と共生する農業への転換」を政策の目標に掲げ、農業が今後も「いのちを育む産業」として、県民からの期待に応える産業であり続けることを目指し、『持続型農業の構築』、『安全・安心な農産物の供給』、『農村集落の自律』、『多様な担い手の確保・育成』4つの柱で施策・事業を推進しています。」

　「環境に負荷を与える農業から自然と共生する農業への転換」という政策

目標は、前述した「2010年農業ビジョン」にある「環境と共生する信州農業

づくり」の具体化といえる。ここには、土づくりの推進(地域循環システムの構

築)、農薬の削減(散布量の30～50%削減)、化学肥料の削減(施肥量の30～50%削減)

三つで「環境に配慮した農業生産活動への誘導」する構図が展開方向として

描かれている。

　また、環境負荷軽減政策も進めようとする農水省の「食料・農業・農村基

計画」、長野県環境白書の「水環境保全」の項に毎回登場するようになった非

特定汚染源としての農地(水田・畑等から流出する肥料、土壌等)の問題を考えれ

ば、200４年度からの長野県農政の政策目標は、当然の帰結ともいえよう。

　しかし、先に見たように、高度経済成長期とともに始まった国の基本法農

政のもとで、生産性の向上、効率化、産地間競争に打ち勝つ個性化を掲げ、

産業としての農業の構造改善を農政の柱にしてきた40年余りの歩みからする

と大きな転換であるし、明確な政策目標を掲げた長野県農政の方針は画期的

である。それだけに、その目標を達成し、「いのちを育む産業」としての農業

と豊かな農村を維持していくことは容易ではない。

　　２　農政における「信州モデル」

　2005年度の農政部施策体系に並ぶ施策・事業は、53に及んでいる。ここには、

県独自のものと国の事業に対応してものとがあるが、その中から、「信州モデル」

つまり「信州モデル創造枠予算事業」を中心に5つ取り上げる。

➀　信州農業再生戦略プロジェクト事業

　この事業は、2004年度から始まった。「農業は、『いのちを育む産業』であり、

健全な『大気、水、土』の再生なくしては成り立たないという基本に立ち返り、

環境に負荷を与える農業から自然と共生する農業へ転換するための取り組み

を県民とともに行い、環境保全型農業の推進を図る。」というのが目的である。

　主な事業は、化学肥料・化学合成農薬を50％削減する生産者グループの実践に対して、費用補助や技術指導を行うもので、「レス50」と呼んでいる。2004年度では、レタス5地区、セルリー1地区で実践されている。このほか、農地ドックシステムの構築、病害虫予察体制の整備といった事業も含まれている。予算額は、5094万円で、うち国庫支出金は690万円である。

　事業のしくみで、農業者と消費者のパートナーシップを軸に、流通関係者、行政の4者の関係図が示されているが、この取り組みは、農業者の栽培方法の転換を支持する消費者と流通関係者の役割が不可欠である。

➁　農産物の旬を味わう信州モデル推進事業

　2003年度から始まったこの事業の目的は、「次世代を担う子どもたちへの良質で安心・安全な地元の農産物の提供と食育の推進」である。

　すべての小中学校、県立盲・ろう・養護学校において、県産材を概ね100％利用し、生産者との交流などを行う「地域食材の日」を実施することが中心である。2003年度は年3回、2004年度は年2回、2005年度は年1回となっており、

これが持続し、定着させる取り組みが県、市町村、農業団体・生産者の協力で進むことが期待される。特に、信州の農産物の旬は四季折々にあり、せめて年4回「地域食材の日」を実施し、さらに地元の旬の農産物を学校給食の食材として活用するシステムを築いていくことが必要であろう。2005年度の予算額は1715万円、うち国庫支出金は59万円である。

➂　長野県原産地呼称管理制度運営事業

　この事業は「信州モデル」には入っていないが、2002年度から開始された県の単独事業である。その目的は、「農産物の『大きさ・色・形』等の既存の規格ではなく、農産物の価値を計る基準を、『味覚・栽培方法・生産方法』等に求め、

消費者の視点で区別化し、消費者の信頼を得ながら、信州産農産物のブランド化を推進する。」としている。

　2004年度末での認定数は、ワイン97、日本酒442、焼酎4、米9となっている。輸入農産物の種類と量の拡大が進み、食のグローバル化は、食の安全を脅かしている現在、原産地呼称をしっかりとした基準と管理のもとで定着化させることの意味は大きい。2005年度の予算額は、1600万円で、国庫支出金は0円。

➃　おらのむらづくり事業

　この事業の目的は、｢『農の営み』を基本として、『集落・地域営農の方向』についての合意形成を行い、集落にあった営農の仕組みづくり、集落型経営体の育成、遊休農地の活用など、地域の課題を自ら考え解決し、集落の自律・活性化を図る活動に要する経費の助成を行う。｣ことにある。

　具体的には、農業者を主体とした地域住民が組織する団体(むらづくり委員会等)を事業主体として支援するもので、標準事業費50万円の2分の1を補助する。2005年度は40集落を予定し、予算額は1000万円、国庫支出金0円。

　集落にあった地域営農づくりは今後ますます重要になってくるが、この取り組みには市町村の持続的支援が必要であり、また、ある程度の年月をかけて築いていくものである。そうした視点をもって取り組んで欲しい事業である。

➄　新規就農里親支援事業

　新しく農業に従事しようと希望しても、さまざまな問題に直面するのか常である。この事業は、「Ｉターン者の地域への就農を積極的に支援する意欲ある農業者を公募し、農業者の知識・経験・信用を最大限に活かした新たな就農支援の仕組みづくりを行い、円滑な就農者の確保を図る」のが目的である。

　研修生を受け入れ、技術・経営管理の指導、独立支援等を行う里親農業者を県が支援するこの事業は、県民主体の取り組みとして大いに評価できよう。県は、里親と研修生の取り組みを十分把握し、就農者の確保と育成につなげていくことが求められる。2005年度の予算額は、3278万円、国庫支出金0円。2004年度末で、里親登録農家197戸、里親研修生40人、就農者4人、里親に一人当たり年間支援金は60万円である。

　ここに取り上げた事業は、いずれも息の長い取り組みによって成果が生まれ、農業と農村、そして長野県全体に利益をもたらすものである。それだけに、この取り組みを担う人材と組織を育てていくことが不可欠である。

　　3.　食と農の新たな結合に向かって

　これまで長野県の農業政策を見てきたが、今後の政策的な発展方向について筆者の考えを述べておきたい。

　第1は、食をめぐる問題の認識である。食のグローバル化のなかで脅かされる食の安全、また、例えば「現代的栄養失調と食品添加物過剰」と警告されるほど崩れた食生活のなかで蝕まれる子どもや若者の心身といった問題は、長野県ではどのように変化しているのであろうか。

こうした問題が一方で進むなかで、農業と農村の危機が進行していることを直視するならば、食と農を切り離すことなく、歩み寄り、食と農を合わせた総合政策をめぐる議論を起こさなければならない。このために必要な作業としては、「食をめぐる県民白書」を作成する必要がある。農業と農村をめぐる危機的な状況は蓄積された「農業センサス」ほかを見れば明らかである。しかし、農業と農村の問題として取り上げられる限り、県民規模で明るい将来展望を議論することは難しい。

「自然と共生する農業」と「自然の恵みにそった食」の再生は、別々ではなく、一体的に進めなければならない。

第2は、2005年3月に閣議決定した新しい「食料・農業・農村基本計画」、同年10月の農水省の「経営所得安定対策等大綱」をめぐる問題である。

「経営所得安定対策等要綱」によると、「力強い農業構造の確立、効率的な農業生産を目指す経営安定対策」と「農地・水・環境保全向上対策」は、車の両輪と位置付けられている。その上で打ち出されたのが、北海道で10ha、都府県で4haという「一定規模」の認定農家、特定農業団体は20haの規模の組織に経営の安定対策を集中する「品目別横断的経営安定対策」である。

長野県においては、耕地面積1ha以下の農家が全体の82.7%を占めている。圧倒的な数に上る農家を農業政策の外において、「農地・水・環境保全向上対策」が進展するはずがない。食料・農業・農村の全体を視野に入れた政策と「構造改革」農業版は、相容れない矛盾を抱えている。

こうした政府の農業政策に追随するのではなく、長野県にあっては、政策目標である「環境に負荷を与える農業から、自然と共生する農業への転換」への取り組みを、農家の規模に関わり無く、すべての農家・農業者の参加、すべての県民の参加で進めという基本を貫く必要がある。

農山村は、その豊かな恵みも、大切な公益的機能も、自然環境とそこに暮らす住民の営みとが、一体になって築かれてきた長い歴史をもっている。農山村が崩壊すれば、重大な影響を国土と国民にもたらすことは明白である。農業と農村と食の再生への道、この認識を土台にしなければならないと考える。

第3は、「環境に負荷を与える農業から自然と共生する農業への転換」を実現する栽培技術体系の確立に関する課題である。

現状は、化学肥料と化学農薬万能の時代である。この体系は、戦後の農業基本法農政のもとで形成されてきている。したがって、ここからの転換は短期では実現せず、しっかりとした構想と計画のもとに進めなければならない。

筆者は、日本有機農業研究会に参加し、栽培技術の習得に努めてきた。長野県が3年間推進した「オーガニック・ライスネット」の活動にも参加した。これらの活動でも知ることができたように、自然農法、有機農法の技術は主に民間の団体・個人に蓄積されてきている。今後は、この技術蓄積と長野県の農業研究機関や普及センターとの合同研究が実施される必要がある。

特に、「維持可能な農業」にとって「健康な土」の維持は欠かせない。また、生物農薬の研究、輪作体系、雑草の生態と作物の生育、信州にあった種子の確保など多くの研究課題があるが、こうしたテーマについて民間の側と長野県が合同で検討し、農業試験場などで長期をにらんだ調査研究や栽培試験を行い、その結果をふまえて研究を重ね、きめ細かく普及していく取り組みを提案したい。

　　おわりに

「自然と共生する農業」、「いのちを育む産業」としての農業が、食育の現場だけでなく、森林や林業とも繋がり、教育、福祉、保健などひろい分野と結びついていくことを期待する。

また、農業政策に関して地方自治の研究者として提言したいことは、補完性の原則の実現である。すなわち、農業生産者と消費者やその組織が地域でできることはその担い手に任せ、自治体はそれを支援すること。住民にもっとも近い基礎的自治体である市町村が効果的に行えることは市町村最優先の原則を貫くこと。市町村では効果的に実施できない領域や分野の仕事は広域的自治体である長野県が市町村を支援するか、市町村と連携しつつ長野県が行うというということ。そして、地方自治体では効果的に行えない仕事については、国が担当する。ここで重要なことは、広域的自治体や国が市町村最優先の原則を侵さないということであろう。

農業政策に関しては、これまで国の政策が極めて大きな影響を与えてきた。地方分権の時代にあっては、これを転換しなければ食料・農業・農村の一体的な再生は困難であろう。結論として、現在の長野県の農業政策の転換を評価するが、その実施に当たっては、地域の個性、地域の資源を生かした農業・農村づくり、住民自治の発展および補完性の原則を貫き、粘り強い取り組みを期待する。

